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第１章 総則編 

１ 計画の位置付けおよび目的 

 （１）計画の位置付け 

    この計画は、米原市議会基本条例（平成 25年米原市条例第 20号。以下

「基本条例」という。）第６条に規定する災害時における議会の対応に関

し、同条第２項に基づき、議会が災害時においても議会としての権能を果

たすために必要な事項を定める計画として策定するものである。 

 

 （２）計画の目的 

    議会は、執行機関が有する執行権は有していない。よって、災害に対  

して、その復旧等に係る主体的・直接的な役割を果たすことはできない。 

    議会は、議事・議決機関としての役割が基本であり、災害発生時には、

法制度上、自ずと限界がある。 

    しかしながら、今日的な議会の役割として求められる、政策提言機能の

発揮や、多様な政治的性格を有する人的集団としての議会の特性から、国、

県への陳情活動など、執行機関をサポートしつつ、復旧・復興に向けた支

援についてもその機能の発揮が期待される。そのためには、災害時におい

ても平時と同様にその機能を継続して発揮しなければならない。 

    この計画は、災害発生時から、復旧・復興に至る過程における議会およ

び議員の役割を明確にし、その持てる権能と多様な人的集団としての特

性の全てを総動員しつつ、二元代表制の一翼を担う議会としての役割を

明確にすることを目的としている。 

 

第２章 機能編 

 １ 議会の権能と災害時における対応 

 （１）災害時における議会開会時期の目安 

    平時においては、各定例会および臨時会において、執行機関から提案さ 

れる議案を審議し、議決することで、市の意思が決定される。しかし、災 

害時、執行機関は、応急復旧や避難所の開設・運営に係る業務に当たるた 

め、混乱状態に陥ることが想定される。 

東日本大震災に被災された仙台市では、臨時会を開会するまでに、発災   
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時から約 40日間を要している。 

本市議会としては、先例等を参考に、大規模な災害が発生した場合にお  

ける議会の開会は、執行機関における災害対応状況を勘案し、会期中に発 

災した場合は別として、会期外に発災した場合は、発災時から概ね 30日 

後を一定の目安とする。ただし、この期間は、災害の規模や被災状況等を 

勘案し、個別に判断することとする。 

      

 （２）団体意思決定※2に係る議決事項の追加 

    自治法第 96条第２項は、議会の議決を要する事件を条例で定めるこ 

とができる旨規定している。これを受けて、基本条例第 16条では、米原 

市総合計画基本構想および基本計画、米原市都市計画マスタープラン、米 

原市教育振興基本計画を条例による議決事項として定めている。 

    今般、同条例に「大規模な災害からの復興に係る総合的な計画」を規定 

することにより、団体意思決定に関し、議会の意思を反映させることとす 

る。 

     ※2 団体意思の決定とは、法人としての市の意思を決定することをいう。 

団体意思の決定は、議会における議決権の行使により決定される。具体的には、 

自治法第96条第 1項各号および第２項の規定に基づく条例により規定されるも 

のが対象となる。本市では、基本条例第 16条各号に列記している事件を団体意 

思決定の対象として追加している。 

 

 

（３）調査権の行使 

  ア）議会災害対策会議の設置 

    自治法第 100 条第 12 項および米原市議会会議規則（平成 30年米原市 

議会規則第１号。以下「会議規則」という。）第 168 条第１項の規定に基 

づき、協議の場として、議員全員で構成する議会災害対策会議（以下「災 

害対策会議」という。）を設置する。 

    災害対策会議は、災害時において、情報収集や市民への情報提供、協議 

ならびに調整および災害調査を行い、災害時においても議会の機能を維 

持し、その権能を発揮するために設置するものである。 
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 災害対策会議では、議員による情報収集等を集積し、議会災害調査特別 

委員会の活動へつなげることも活動の目的とする。 

 災害対策会議の詳細は、第４章 議会災害対策会議編で規定する。 

 

  イ）議会災害調査特別委員会の設置 

    臨時会または定例会の開催にあわせ、もしくは、災害の規模や被災状況 

   等を勘案し、市長に対して臨時会の開催を請求の上、議会を開催し、議員 

全員で構成する議会災害調査特別委員会（以下「災害調査特別委員会」と 

いう。）を設置する。 

災害調査特別委員会は、災害対策会議による情報収集等の結果を引き 

継ぎつつ、調査および協議を行う。 

    協議の結果、必要に応じて国、県への意見書の提出や陳情、要望活動 

へつなげる。 

 

第３章 行動編 

１ 議会の役割 

   議会は、災害時において、第１章 総則編で記した目的、および第２章  

機能編で記した権能の発揮を迅速、かつ、的確に行い、執行機関と協力しな 

がら、市の復旧・復興に向け、尽力する役割と責務を有する。 

 

 ２ 議員の役割 

   議員は、議会の構成員であると同時に、地域の構成員でもある。災害が発 

生した地域においては、行政とのパイプ役としても信頼される存在でなけ 

ればならない。 

   議員は、災害時においては、先ずは地域の一員として、被災者の支援や情  

報収集、また、行政からの情報を被災者へ迅速、かつ、丁寧に伝える役割を 

担う。 

   また、議会の構成員としては、災害対策会議や災害調査特別委員会などの 

議会活動に従事し、復旧・復興に向けた市の団体意思決定、さらには、財源 

確保等のため、国や県への陳情活動に尽力する役割と責務を有する。 
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 ３ 執行機関との関係 

   大規模な災害が発生した場合、執行機関は、避難所の開設・運営や破損し 

たれた公共インフラの補修・工事、被災状況のとりまとめ等、その業務に忙 

殺されることが予想される。 

   このような非常時においては、執行機関に対し、平時における議会対応と 

同様の対応を求めることはできない。 

   特に、執行機関への情報提供等に関し、議員個人からの要望等は、人の生 

命に関わる緊急時を除き、避けなければならない。 

   議員が把握した情報等は、災害対策会議で集約し、災害対策会議を通じて 

執行機関との情報共有を図る必要がある。 

   また、執行機関との情報共有を図る中で、国や県等への陳情活動など、議 

会独自の活動について、議会内で協議を進める必要がある。 

 

 ４ 議会および議員の動き 

   大規模な災害が発生した場合における議会および議員の動きについては、 

発災時から概ね 10日間までの間と、それ以降で一定の区分を設けることと   

する。 

 なお、「概ね 10日間」については、災害の規模や範囲などによって変動す 

るものである。また、大規模な災害が定例会の会期中に起こった場合と会期 

外に起こった場合とでは、対応も変わってくることになる。 

 下記の表は、大規模な災害が会期外に発生することを想定しており、会期 

内に発生した場合は、議会運営に関し、臨機に対応することとなる。 

 いずれにしても当該判断は、災害対策会議で行うものとする。 

  また、大規模な災害発生時における議会および議員の動きについては、「第

３章 行動編 １ 議会の役割、２ 議員の役割」に基づき行動するものと

する。 
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（会期外に大規模な災害が発生した場合を想定） 

大規模な災害発生時から概ね 10日間までの間 

議会の活動 議員の行動 

（１）災害対策会議の発動 

  災害対策会議を始動する。災害対策会議

については、第４章 議会災害対策会議編

で規定する。 

（整理する事項） 

 ① 議員の安全確認 

 ② 今後の活動見通しを検討 

 

（主な活動内容） 

 ① 執行機関の災害対策本部との連携 

 ② 議員からの情報整理 

 ③ 執行機関への情報提供 

 ④ 執行機関の災害対策本部からの情報整

理、議員への伝達 

（１）安全確認・確保 

  ラインワークス等を通じて、自身の状況

を議会事務局へ報告する。また、自身およ

び家族の安全を確保する。 

 

（２）地域における支援活動・情報収集活動 

  先ずは、自らが所属する自治会の災害救

援活動に協力、支援を行う。また、あわせ

て情報収集を行う。 

  情報収集に当たっては、公共インフラの

破損状況、避難所の状況等、災害対策会議

への情報提供、および後の復興への議論に

向けた論点を整理しながら行う。 

  なお、土砂崩れ等の発生現場など、２次

災害の発生が懸念される場合など、危険な

場所への立ち入りは極力控えるものとす

る。 

 

大規模な災害発生時から概ね 11日以降 

議会の活動 議員の行動 

（１）災害対策会議の継続運営 

（主な活動内容） 

 ① 執行機関の災害対策本部との連携 

 ② 議員からの情報整理 

 ③ 執行機関への情報提供 

 ④ 執行機関の災害対策本部からの情報整

理、議員への伝達 

 ⑤ 情報収集活動 

 ⑥ 情報の整理 

   集めた情報を整理し、執行機関と調整

しながら、国・県への要望事項の検討を

行う。 

 ※ 11 日以降の災害対策会議の活動に関

しては、議会が早期に開催され、災害調

査特別委員会が設置された場合は、その

（１）地域における支援活動・情報収集活動 

  継続して、地域における支援活動、情報

収集活動を行う。 

   

（２）地域市民への情報提供 

  災害対策会議からの情報を地域の被災さ

れた市民等へ情報提供を行う。 

  また、引き続き情報収集を行う。 
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所掌事務中、災害調査に関する事項は、

当該委員会に引き継ぐものとする。 

 

（２）議会の開会に向けた準備 

  議会の開会には、市長の告示行為が必要 

であることから、執行機関と調整の上、議 

会開会に向けた準備を行う。 

 執行機関に議案がない場合は、災害調査 

特別委員会の設置を議題とし、市長に告示 

行為を依頼する。 

 なお、議会の開会は、概ね 30日後を目安 

とする。  

 ※ 議会開催時期は、災害の規模等によ

り個別に判断する。 

 

（３）議会の開会 

  定例会または臨時会において、災害調査 

特別委員会を設置し、その活動を開始する。 

  災害調査特別委員会については、第５章  

議会災害調査特別委員会編で規定する。 

 また、執行機関からの議案提出がある場 

合は、これを審議し、議決する。 

 

（４）災害調査特別委員会の活動 

  災害対策会議から情報等を引き継ぎ、ま

た、新たに調査活動を行う。 

（主な活動内容） 

 ① 調査、情報整理 

 ② 国・県への要望事項の整理 

 ③ 他の被災自治体議会との連携検討 

 ④ 国・県への要望活動 

 ⑤ 災害復興計画等の審議 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）議会活動への従事 

  災害対策会議による調査、議会本会議等

への出席、災害調査特別委員会の活動に従

事する。 

  ※ 国・県への要望活動に当たっては、

政治的に多様な人の集団である議会の

特性を生かした効果的な活動を行う。 

 

 ※ 災害時にあっては、執行機関は避難所の運営や公共施設の復旧等に忙殺

されることから、議会の活動は、執行機関との連携を取りつつも、執行機関

の活動を阻害することがないよう留意する。 

   議員個人から執行機関への情報提供等については、人命に関わる緊急事

態を除き、控えるものとする。 

   また、本会議等の開催に当たっては、執行機関の提出議案の審議は別とし   
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て、議会内部の意思決定（機関意思の決定という。）を行う案件については、 

執行機関の出席要求はせず、議会独自で行うこととする。 

 なお、議会への出席に係る執行機関への配慮期間は、災害の規模、範囲等  

を勘案の上、概ね 30日間を一定の目安とする。 

 

（会期内に大規模な災害が発生した場合における検討事項の例） 

要検討項目 内容 備考 

会期の延長 議案審議の期間を延長することや災害調査特
別委員会の設置など、議決事項に係る案件を整
理するため、必要がある場合には、会期の延長
を行う。 

会議規則§6 

会議時間の短縮・延長  同日の会議進行について、協議の上、必要が
ある場合には、同日の会議時間の短縮・延長を
行う。 

会議規則§9 

議事日程の変更等  同日の議事日程を変更する必要がある場合に
は、会議において日程の変更を決定する。 

会議規則§21 

休日の会議の開催  議案や災害調査特別委員会の設置等、可及的
速やかに議決しなければならない場合等必要が
ある場合には、休日における会議の開催を決定
する。 

会議規則§10 

一般質問等の取扱い  一般質問等の実施の有無等について、協議を
行い、その取扱いについて決定する。 

議決事項以外 

委員会付託の実施または
省略 

 議案を委員会付託する前にあっては、議案の
審査方法等について協議の上、決定する。 

会議規則§37 

 

  



8 

 

第４章 議会災害対策会議編 

(趣旨) 

第１条 この章の規定は、米原市議会会議規則（平成 30年米原市議会規則第１ 

号）別表に規定する議会災害対策会議（以下「災害対策会議」という。）につ 

いて、必要な事項を定めるものとする。 

 (災害対策会議の始動時期) 

第２条 災害対策会議は、米原市災害対策本部条例（平成 17年米原市条例第 160

号）第１条に規定する災害対策本部（以下「市本部」という。）が設置され、

議長が必要と認めたときに始動する。 

 (災害対策会議の組織) 

第３条 災害対策会議は、議員全員で構成し、災害対策会議の内部機関として、

本部会議を設置する。 

２ 本部会議は、議長、副議長、議会運営委員長、各常任委員長で構成する。 

３ 本部会議を構成する役職者に事故あるときは、各委員会にあっては、副委員  

長が、正副議長あっては、議員の中で年長者がその任に当たるものとする。 

 (招集および統轄) 

第４条 災害対策会議および本部会議の招集は議長が行う。 

２ 議長は、災害対策会議および本部会議を統轄する。 

 (災害対策会議の所掌事務) 

第５条 災害対策会議の所掌事務は、次の各号に定めるとおりとする。 

 (１) 議員の安否確認に関すること。 

 (２) 情報の収集、整理および市本部との連携に関すること。 

 (３) 各議員への情報伝達に関すること。 

 (４) 災害調査に関すること。 

 (本部会議の所掌事務) 

第６条 本部会議の所掌事務は、次の各号に定めるとおりとする。 

 (１) 災害対策会議の運営等に関する方針を協議すること。 

 (２) 議会の開催時期等、以降の方向性を協議すること。 

 (議会災害調査特別委員会への引継ぎ) 

第７条 議会において議会災害調査特別委員会（以下「災害調査特別委員会」と

いう。）が設置された場合は、第５条に定める災害対策会議の所掌事務中、災
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害調査に関することは、災害調査特別委員会に引き継がれるものとする。 

 (その他) 

第８条 この章に定めるもののほか必要な事項は、本部会議で協議の上決定す 

る。 

 

【参考資料】 

■ 災害対策会議の始動の目安 

市の災害対策本部設置の基準を参考として記載する。 

 

   

  

地震 

風水害 ・大雨に関する警報が発表され、かつ、大規模災害が発生し、または発 

生するおそれがあるとき 

・その他市長が必要と認めたとき 

※「大雨等に関する警報」とは、大雨、洪水、暴風警報等をいう 

・市内において、震度５強
．
の地震が発生したとき 

原子力災害

時 

・県より、施設敷地緊急事態（フェーズ３）または全面緊急事態（フェ 

ーズ４）の連絡を受けたとき 

・その他市長が必要と認めたとき 
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第５章 議会災害調査特別委員会編 

 (目的) 

第１条 この章の規定は、議会において議会災害調査特別委員会（以下「災害調

査特別委員会」という。）を設置する場合における、同委員会の所掌事務およ

び組織等をあらかじめ定めておくことにより、同委員会の迅速かつ円滑な活

動を図ることを目的とする。 

 (災害調査特別委員会設置に係る発議) 

第２条 災害調査特別委員会設置に係る発議は、議会運営委員会が担当する。 

 (災害調査特別委員会の組織) 

第３条 災害調査特別委員会の委員は、議員全員で構成する。 

２ 災害調査特別委員会の正副委員長は、予算・決算常任委員会の正副委員長が 

それぞれ兼ねるものとする。 

３ 災害調査特別委員会は、災害調査を分担して行う必要があると認めるとき

は、次の各号に規定する小委員会を設置することができる。 

 (１) 総務産業建設小委員会 

 (２) 民生教育小委員会 

４ 前項に規定する小委員会が設置された場合は、総務産業建設常任委員会お

よび民生教育常任委員会がそれぞれその任に当たるものとする。この場合に

おいて、それぞれの小委員会における委員長および副委員長は、総務産業建設

常任委員会ならびに民生教育常任委員会の正副委員長が兼ねるものとする。 

 (災害調査特別委員会の所掌事務) 

第４条 災害調査特別委員会の所掌事務は、概ね次の各号に定める事務を想定

する。 

 (１) 市内の被災状況の調査 

 (２) 国、県への要望事項のとりまとめ 

 (３) 議会への意見書上程 

 (４) 国、県への要望活動の実施 

(５) 議会基本条例（平成 25年米原市条例第 20号。）第 16条第１項第４号 

に規定する「大規模な災害からの復興に係る総合的な計画」の審査 

２ 災害調査特別委員会は、前項第５号に掲げるものを除き、市長提出の議案に 

係る審査は行わないものとする 
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【災害対策会議および災害調査特別委員会に係る概略図】 

 

 

 

 

 

 

災害対策会議 

  構成 所掌事務 

災害対策会議 全議員 

(１) 議員の安否確認 

(２) 情報の収集、整理および市本部との連携 

(３) 各議員への情報伝達 

(４) 災害調査 

    本部会議 

議長・副議長 

議会運営委員長 

各常任委員長 

(１) 災害対策会議の運営等に関する方針を協議 

(２) 議会の開催時期等、以降の方向性を協議 

 

 

 

 

災害調査特別委員会 

  構成 所掌事務 

災害調査特別委員会 委員 全議員 

委員長 予算・決算常任委員長 

副委員長 同副委員長 

(１) 市内の被災状況の調査 

(２) 国、県への要望事項のとりまとめ 

(３) 議会への意見書上程 

(４) 国、県への要望活動の実施 

(５) 「大規模な災害からの復興に係る総 

合的な計画」の審査 

※(５)号以外の市長提出の議案審査は 

行わない。 

  小委員会 必要がある場合に設置 

(１) 総務産業建設小委員会 

 

(２) 民生教育小委員会 

大規模な災害発生 

執行機関の災害対策本部の設置 議長が必要と認めたとき 

災害対策会議の設置 

災害調査特別委員会の設置 

議会の開催 
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第６章 重大な感染症への対策編 

１ 重大な感染症への対策と議会機能の維持 

  2019 年（令和元年）12月、中国武漢市から広がった新型コロナウイルス感

染症は、全世界に猛威を振るい、我が国のみならず全世界の経済情勢等に多大

な損害をもたらした。 

同ウイルス感染症は、武漢市で初めて感染が確認されて以降、約３年半の期

間を経て、2023 年（令和５年）５月に感染症の予防及び感染症の患者に対す

る医療に関する法律（平成 10年法律第 114 号。以下「感染症法」という。）上、

５類相当となり、ようやく沈静化がみられた。しかし、2024 年（令和６年）現

在でも、新たな変異株による感染が世界各国で広がっている。 

  世界的なパンデミックを引き起こした感染症下において、我が国において

も様々な感染防止対策が取られ、各自治体議会においても様々な感染防止対

策が講じられてきた。本市議会においても、感染拡大を防止する観点から、ア

クリル板の設置や、ソーシャルディスタンスの確保、傍聴の制限や消毒の徹底、

一般質問時間の短縮等、様々な対策を講じて議会を運営してきたところであ

る。 

  全国の自治体議会では、議会運営において、一般質問の時間短縮や人数制限、

文書質問に代えるなど、半ば、議会機能を縮小した感染拡大防止対策が講じら

れたが、このことが有益な感染症への対策であったか否かについて反省する

必要がある。これは、本市においても同様である。 

  もちろん、重大な感染によるパンデミックをもたらすおそれのあるウイル

ス等の感染力や感染経路、人体にもたらす影響など、個別具体に検討を要する

ものではあるが、「感染拡大防止の公益性」と「議会機能の維持の公益性」の

観点を比較衡量し、対応策を検討しなければならない。これが、先の新型コロ

ナウイルス感染症下における議会の感染防止対策に係る反省事項である。 

 

２ 重大な感染症下における対応策の指針 

  重大な感染症下における対応策を策定するに当たっては、上記１を踏まえ、

以下の点をその指針とする。 

 

 ① 感染症下においても議会機能を維持することを最優先とする。 
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 ② 感染症法における分類や感染症の性質を勘案の上、適切な対策を講じる。 

 ③ 議会内における平時からの感染拡大防止対策を徹底する。 

 ④ 傍聴制限については、②➂をもとに対策を講じた上、極力制限を加えない   

ものとする。 

 

３ 感染症下に係る定義 

（１）重大な感染症下とは 

   市内において、感染症法上の分類による類型中、以下の類型による感染症  

により、本市を含む地域を対象に、緊急事態宣言またはまん延防止等重点措  

置等が行われている状況下をいう。 

 

【感染症法上の類型】 

類型 条文 感染症の例 建物等物的制限の例 人的制限の例 

一類感染症 §６-２ エボラ出血熱、コンゴ出血熱、ペスト等 
建物立入り制限 

汚染場所の消毒 

検体採取 

健康診断 

就業制限 

入院 

二類感染症 §6－3 

結核、ジフテリア、重症急性呼吸器症候群

（SARS）、特定鳥インフルエンザ（政令で定めるも

の）等 

汚染場所の消毒 

検体採取 

健康診断 

就業制限 

入院 

三類感染症 §6－4 
コレラ、細菌性赤痢、腸管出血性大腸菌感染症、腸

チフス、パラチフス 
汚染場所の消毒 

健康診断 

就業制限 

四類感染症 §6－5 

E 型・A 型肝炎、黄熱、Q 熱、狂犬病、鳥インフル

エンザ（特定鳥インフルエンザを除く）、マラリア

等 

汚染場所の消毒   

新型インフ

ルエンザ等

感染症 

§6－7 

新たに人から人へ伝染する能力を有することとなっ

たウイルスを病原体とするインフルエンザで、免疫

を獲得されていないもの 

 再興型インフルエンザ、新型コロナウイルス感染

症、再興型コロナウイルス感染症 

汚染場所の消毒 

検体採取 

健康診断 

就業制限 

外出禁止勧告 

入院 

新感染症 §6－9 

人から人へ伝染する感染症で、既知の感染症の疾病

と病状、治療の結果が異なるもので、罹患した場合

の病状の程度が重篤であるもの 

汚染場所の消毒 

検体採取 

健康診断 

入院等 

外出禁止勧告 



14 

 

 （２）重篤な感染症下とは 

   議員および議会事務局内において、感染症法上の類型中、一類感染症、二 

類感染症、三類感染症、新型インフルエンザ等感染症、新感染症の罹患者が 

発生している状態、または執行機関の職員に一類感染症の罹患者が発生し 

ている状態をいう。 

   ※上記の類型を重篤な感染症としたのは、罹患した場合、健康診断や外出禁止勧告、さ 

らには、一類感染症、二類感染症、新型コロナウイルス感染症および新感染症では、

入院等の措置があり、感染防止の観点から、特に留意する必要があることによる。 

   ※一類感染症が発生した場合は、建物等物的制限が発生しる可能性があることから、執 

行機関の職員に一類感染症罹患者が発生した場合を含むものとする。 

 

４ 各感染症下における議会機能の維持 

（１）重大な感染症下における対策 

ア）保健所の指示による措置 

  重篤な感染症下においては、保健所の指示に基づき、施設および設備 

の消毒を実施する。 

 

イ）一類感染症が発生した場合の措置 

  一類感染症が発生した場合は、感染症法により、建物への立入りが制 

限される可能性がある。この場合は、執行機関と連携の上、会議を開催 

する場所や会議の運営方法、会議の再開時期等について協議を行う。 

 

ウ）会議の開催（本会議・委員会等） 

     原則として、通常どおり会議を開催する。 

     ただし、一類感染症が発生した場合において、保健所による指示があ

る場合は、個別に判断する。 

 

  エ）行政視察の実施、受入れ 

     原則として、通常どおり実施する。 

     ただし、市内および視察先の感染状況等により、個別に判断する。 
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  オ）傍聴 

    原則として、通常どおり受け入れるものとする。 

    ただし、感染経路把握のため、傍聴者の住所、連絡先電話番号の記載を  

求める。 

 

  カ）感染防止対策 

    感染防止対策として、以下の対策を実施する。 

     ・パーテーションの設置 

     ・手洗い、うがいの励行 

     ・消毒薬の設置 

     ・マスクの着用 

     ・机等設備の消毒 

     ・着席位置の離隔確保 

 

   キ）議員が罹患等した場合の対策 

     議員が当該感染症に罹患した場合や濃厚接触者となった場合は、次 

    の（２）「重篤な感染症下における対策」の例により対処するものと 

する。 

 

（２）重篤な感染症下における対策 

ア）罹患対象者の措置 

     医療機関および保健所（以下「医師等」という。）の指示に従い、治

療に専念する。また、医師等の指示に基づく期間は、登庁しないことと

する。 

     さらに、以下の項目について、議長へ報告するものとする。 

     ・罹患した感染症名 

     ・入院等の状況（入院の有無、入院先医療機関名、入院予定期間等） 

     ・罹患したと思われる日 

     ・ウイルス等の潜伏期間を含め、罹患したと思われる日から議長へ 

報告した日までに登庁した日、および登庁日以外に行動をともにし 

た議員、ならびに協議等により執行機関の職員と接触した場合にお 
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ける当該者の氏名 

 ※議長は、当該対象者に連絡するものとする。 

     ・医師等の指示事項 

 

   イ）濃厚接触者への措置 

     家族等が罹患し、自身が濃厚接触者となった場合、医師等の指示する 

期間は、登庁しないこととする。 

     また、以下の項目について、議長へ報告するものとする。 

・罹患した感染症名 

・罹患した者 

     ・家族等が罹患したと思われる日 

     ・ウイルス等の潜伏期間を含め、家族等が罹患したと思われる日から 

議長へ報告した日までに登庁した日、および登庁日以外に行動をと 

もにした議員、ならびに協議等により執行機関の職員と接触した場 

合における当該者の氏名 

 ※議長は、当該対象者に連絡するものとする。 

     ・医師等の指示事項 

 

   ウ）保健所の指示による措置 

  重篤な感染症下においては、保健所の指示に基づき、施設および設備 

の消毒を実施する。 

 

エ）一類感染症が発生した場合の措置 

  一類感染症が発生した場合は、感染症法により、建物への立入りが制 

限される可能性がある。この場合は、執行機関と連携の上、会議を開催 

する場所や会議の運営方法、会議の再開時期等について協議を行う。 

 

オ）会議の開催（本会議・委員会等） 

     原則として、通常どおり会議を開催する。 

     ただし、一類感染症が発生した場合において、保健所による指示があ 

    る場合は、個別に判断する。 
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   カ）行政視察の実施、受入れ 

     原則として、通常どおり実施する。 

     なお、上記イ）およびウ）の者については、原則、視察には参加しな 

いものとする。ただし、接触の状況や経過期間、医師等の指示等から、 

感染のおそれがないと認められる場合は、個別具体に判断する。 

 

   キ）傍聴 

     原則として、通常どおり受け入れるものとする。 

     

   ク）感染防止対策 

    感染防止対策として、以下の対策を実施する。 

     ・パーテーションの設置 

     ・手洗い、うがいの励行 

     ・消毒薬の設置 

     ・マスクの着用 

     ・机等設備の消毒 

     ・着席位置の離隔確保 

 

 （３）その他 

    感染症法の分類において、上記３（１）感染症の類型の表に該当しない 

感染症には、季節性のインフルエンザや麻疹等の属する「五類感染症」が 

ある。 

 五類感染症に罹患等した場合には、医師等の指示に従い行動するもの 

とする。 

 また、感染症対策は、日頃の手洗い、うがい等、基本的な対策が重要で 

ある。議員および議会事務局職員は、議会機能を停滞させることのないよ 

う、日頃から感染症対策に留意するよう努めるものとする。 

  



18 

 

第７章 オンライン委員会編 

 (趣旨) 

第１条 この章の規定は、米原市議会委員会条例（平成 30 年米原市条例第 35

号。以下「委員会条例」という。）第 15条の２第１項の規定により、委員会を

オンラインの方法により開催する場合の運営について、同条第４項の規定に

基づき必要な事項を定めるものとする。 

 (基本的事項) 

第２条 委員会をオンラインの方法で開催する場合は、大規模な災害の発生等

または重大な感染症のまん延により委員が委員会の開催場所に参集すること

が困難な場合に開催することができるものであることから、委員が委員会の

開催場所に参集することができる場合は、当該開催場所への参集を基本とす

る。 

２ 委員長および副委員長は、円滑な議事運営を確保する観点から、原則として、  

委員会の開催場所に参集するものとする。 

３ 条例第 15条の２第１項に規定する「大規模な災害等の発生または重大な感  

染症のまん延により委員が委員会の開催場所に参集することが困難と認める 

とき」とは、次の例による。 

 (１) 市内全域が被災するような大規模な災害が発生し、道路が寸断される 

など、委員定数の過半数以上が委員会の開催場所に参集できないと認めら 

れるとき。 

 (２) 市内の一部地域で災害が発生し、道路が寸断されるなど、当該地域に居 

住する委員の参集が見込めない場合であって、当該委員から委員会へのオ 

ンラインの方法による出席の申出があり、委員長がこれを認めたとき。 

 (３)  「第６章 重大な感染症への対策編 ３ 感染症下に係る定義 （１）

重大な感染症下とは」に記載する状況下であって、かつ、委員定数の過半 

数以上が委員会の開催場所に参集できないと認められるとき。 

 (４) 「第６章 重大な感染症への対策編 ４ 各感染症下における議会 

機能の維持 （２） 重篤な感染症下における対策  イ）濃厚接触者への措 

置」に記載する濃厚接触者である委員から委員会へのオンラインの方法に 

よる出席の申出があり、委員長がこれを認めたとき。 

４ 前項第２号および第４号の申出は、当該委員会開催の２日前までに口頭ま 
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たは電子メール等で申出なければならない。 

５ 委員長は、オンラインの方法により委員会を開催することを決定した場合 

は、議員全員に対し、速やかに周知するものとする。 

 (対象委員会) 

第３条 オンラインの方法により出席できる委員会は、次のとおりとする。 

 (１) 各常任委員会 

 (２) 議会運営委員会 

 (３) 予算・決算常任委員会各分科会 

 (４) 特別委員会（ただし、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 100 条第 

１項の規定に基づき設置する特別委員会を除く。） 

 (５) 米原市議会会議規則（平成 30年米原市議会規則第１号。以下「会議規 

則」という。）第 168 条の規定に基づく協議の場 

２ 前項の規定にかかわらず、委員会を会議規則第 112 条に基づく秘密会で開 

催するときは、オンラインの方法による対象とはしない。 

 (オンラインの方法による出席等の届出等) 

第４条 委員会条例第15条の２第２項に規定するオンラインの方法による出席 

に係る届出は、「オンラインの方法による委員会への出席に係る届出書（様式 

第１号）」により、オンラインの方法による委員会開催の決定があった日から、 

当該委員会開催日の前日までに届出なければならない。 

２ 会議規則第 117 条第３項の規定に基づき、委員外議員がオンラインの方法 

により、説明し、もしくは意見を述べ、または発言することを希望するときは、 

「オンラインの方法による発言届出書（様式第２号）」により、オンラインの 

方法による委員会開催の決定があった日から、当該委員会開催日の前日まで 

に届出なければならない。 

３ 会議規則第 143 条第３項の規定に基づき、請願の紹介議員がオンラインの 

方法により説明することを希望するときは、「オンラインの方法による紹介理  

由等説明届出書（様式第３号）」により、オンラインの方法による委員会開催 

の決定があった日から、当該委員会開催日の前日までに届出なければならな 

い。 

４ 委員会条例第 27条第３項の規定に基づき、公述人がオンラインの方法によ  

り公聴会で意見を述べることを希望するときは、「オンラインの方法による口 
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述申出書（様式第４号）」により、オンラインの方法による委員会開催の決定 

があった日から、当該委員会開催日の前日までに申出なければならない。 

５ 委員会条例第 31条第３項の規定に基づき、参考人がオンラインの方法によ  

り委員会で意見を述べることを希望するときは、「オンラインの方法による口 

述申出書（様式第４号）」により、オンラインの方法による委員会開催の決定 

があった日から、当該委員会開催日の前日までに申出なければならない。 

６ 委員長は、前２項の規定による申出があったときは、その適否を決定する。 

７ 前項による決定は、公述人または参考人に対し、速やかに通知するものとす 

る。 

 (本人確認等) 

第５条 委員長は、委員会の開催前および再開前にオンラインの方法で委員会 

に出席する委員、委員外議員、紹介議員および参考人ならびに公述人（以下「オ 

ンライン委員等」という。）の本人確認を行うものとする。 

２ 前項に規定する本人確認は、オンライン委員等を映像および音声により確 

認するものとする。 

３ オンライン委員等は、前２項の規定により本人確認を行った結果、本人であ 

ることが確認された場合にオンラインによる方法で委員会に出席または参加 

することができることとする。 

 (オンライン委員等の責務) 

第６条 オンライン委員等は、通信環境を良好に保ち、常に映像および音声の送 

受信について支障のないようにするとともに、次に掲げる事項を遵守しなけ 

ればならない。 

 (１) オンラインの方法による委員会に参加する場所は、当該オンライン委 

員等の自宅または事務所等で、周囲に喧騒がない場所とすること。 

 (２) 適切な情報セキュリティ対策を講じること。 

 (３) 第１号の場所には、オンライン委員等以外の者を入れないこと。 

 (４) 自身以外の映像または音声が入り込まないようにすること。 

２ オンライン委員等は、委員会開催予定時刻の 30分前までに、議会事務局職 

員との間で映像および音声が支障なく送受信できていることを確認するもの 

とする。 

３ オンライン委員等は、議員貸与タブレットのほかにオンラインの方法に必 
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 要となる設備（パソコン、通信環境等）を自身で確保するものとする。 

 (表決の方法) 

第７条 オンラインの方法による委員会における表決は挙手により行うものと 

し、委員会開催場所に参集した委員およびオンラインの方法により出席した 

委員で同時に行うものとする。 

２ オンラインの方法による委員会では、投票による表決は行わない。 

３ 通信障害等により、オンラインの方法により出席した委員の本人確認がで 

きないときは、当該オンラインの方法により出席した委員は、表決に加わるこ 

とはできない。 

４ オンラインの方法による委員会における選挙は、指名推薦以外の方法は行 

わない。 

 (通信障害等が発生した場合の取扱い) 

第８条 前条第３項に定めるもののほか、委員長は、通信障害等により、オンラ 

イン委員等の状態が映像によって確認できない場合であって、通信状況等を 

確認してもなおオンライン委員等の状態が確認できないときは、当該オンラ 

イン委員等は、退出したものとみなすことができる。 

 (秩序保持に関する措置) 

第９条 オンラインの方法により出席する委員に対する委員会条例第 24条第２ 

項の規定に基づく発言の禁止の措置は、委員長が、当該委員の音声を遮断する 

ことで行うものとする。 

２ オンラインの方法により出席する委員に対する委員会条例第 24条第２項の 

規定に基づく退場の措置は、委員長が、当該委員の映像および音声を遮断する 

ことで行うものとする。 

３ オンラインの方法により委員会に参加等する委員外議員および請願紹介議 

員に対する秩序保持に関する措置については、前２項の規定を準用する。 

 (公述人および参考人に対する秩序保持に関する措置) 

第 10 条 オンラインの方法により出席する公述人に対する委員会条例第 28条 

第３項の規定に基づく発言の制止または退席に係る措置は、前条第１項およ 

び第２項の規定を準用する。 

２ オンラインの方法により出席する参考人に対する発言の制止または退席に 

係る措置は、前条第１項および第２項の規定を準用する。 
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 (除斥の取扱い) 

第 11 条 委員長は、オンラインの方法による出席委員が委員会条例第 18条の 

規定による除斥対象となるときは、当該委員の映像および音声を遮断する。た 

だし、同条ただし書の規定による場合は、この限りではない。 

(説明員のオンラインによる出席) 

第 12 条 説明員のオンラインの方法による委員会への出席は、原則として認め 

ないものとする。 

 (委員会記録へのオンライン委員等の記録) 

第 13 条 オンラインの方法により開催した委員会の記録には、委員会をオンラ 

インにより開催した旨およびオンライン委員等がオンラインによる方法で出 

席および参加した旨を記載するものとする。 

 (補則) 

第 14 条 この章に定めるもののほか、オンラインの方法による委員会の開催に 

ついては、議会運営委員会で協議の上、決定するものとする。 
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様式第１号（第４条関係） 

年  月  日 

       委員長様 

委員名         

 

オンラインの方法による委員会への出席に係る届出書 

 

１ 委員会開催日 

      年  月  日（ ） 

２ オンラインにより出席を希望する理由 

  □ 第２条第３項第１号による 

  □ 第２条第３項第２号による 

    （詳細な理由                        ） 

  □ 第２条第３項第３号による 

  □ 第２条第３項第４号による 

（詳細な理由                        ） 

３ オンラインにより出席する場所 

  □ 自宅 

  □ 事務所 

  □ その他（                          ） 

４ オンラインに利用する機材 

  □ 議員貸与タブレット 

□ パソコン 

  □ その他（                          ） 

  □ ウイルス対策 

 

 ※ この様式は、委員用です。 

 ※ この届出は、委員会をオンラインで開催する旨の決定があった日から、 

委員会の開催日前日までに提出してください。 
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様式第２号（第４条関係） 

年  月  日 

       委員長様 

議員名        

 

オンラインの方法による発言届出書 

 

１ 委員会開催日 

      年  月  日（ ） 

２ オンラインにより参加を希望する理由 

  □ 第２条第３項第１号による 

  □ 第２条第３項第２号による 

    （詳細な理由                        ） 

  □ 第２条第３項第３号による 

  □ 第２条第３項第４号による 

（詳細な理由                        ） 

３ オンラインにより参加する場所 

  □ 自宅 

  □ 事務所 

  □ その他（                          ） 

４ オンラインに利用する機材 

  □ 議員貸与タブレット 

□ パソコン 

  □ その他（                          ） 

  □ ウイルス対策 

 ※ この様式は、委員外議員用です。 

 ※ この届出は、委員会をオンラインで開催する旨の決定があった日から、 

委員会の開催日前日までに提出してください。 

 ※ この届出があった場合でも委員外議員の発言は、委員会に諮って決定さ

れるため、この届出の提出をもって事前に発言を許可するものではありま

せん。 
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様式第３号（第４条関係） 

年  月  日 

       委員長様 

 

紹介議員名         

 

オンラインの方法による紹介理由等説明届出書 

 

１ 委員会開催日 

      年  月  日（ ） 

２ オンラインにより出席を希望する理由 

  □ 第２条第３項第１号による 

  □ 第２条第３項第２号による 

    （詳細な理由                        ） 

  □ 第２条第３項第３号による 

  □ 第２条第３項第４号による 

（詳細な理由                        ） 

３ オンラインにより出席する場所 

  □ 自宅 

  □ 事務所 

  □ その他（                          ） 

４ オンラインに利用する機材 

  □ 議員貸与タブレット 

□ パソコン 

  □ その他（                          ） 

  □ ウイルス対策 

 

 ※ この様式は、請願紹介議員用です。 

 ※ この届出は、委員会をオンラインで開催する旨の決定があった日から、 

委員会の開催日前日までに提出してください。 

 



26 

 

様式第４号（第４条関係） 

年  月  日 

       委員長様 

                      公述人・参考人 

                      氏  名          

                      連絡先℡          

 

オンラインの方法による口述申出書 

 

１ 委員会開催日 

      年  月  日（ ） 

２ オンラインにより出席を希望する理由 

   理由（詳細に記述）                       

 

                                 

３ オンラインにより出席する場所 

  □ 自宅 

  □ 事務所 

  □ その他（                          ） 

４ オンラインに利用する機材 

  □ パソコン 

  □ その他（                          ） 

  □ ウイルス対策 

 

※ この様式は、公述人・参考人用です。 

※ この届出は、委員会をオンラインで開催する旨の決定があった日から、委員会の開催 

日前日までに提出してください。 

※ オンラインの方法により出席を希望できるのは、委員会がオンラインの方法により開 

催することが決定された場合のみです。 

※ 申出された場合であっても許可されない場合があります。 

※ 本申出に記載いただいた個人情報は、当該手続等の目的以外には使用いたしません。 
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２ オンライン委員会の流れ【概略図】 
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第８章 その他 

   大規模な災害の発生、および重大な感染症が発生した場合等における議

会機能の維持について、その基本となる事項については、前各章において記

述したとおりである。しかしながら、災害の規模や範囲、また、感染症の状

況などは、一律に規定できるものではない。よって、個別具体の状況におい

ては、前各章を参考にしつつ、議会機能の維持に向けた対策を講じる必要が

ある。 

    

付 則 制定・改正の履歴 

 １ 新規制定 2024 年（令和６年）10月 11 日 

 

 

 

 

 

 

 

 


